
平成３１年２月１２日

中国地区所有者不明土地等連携協議会の設立趣旨

近年、人口減少に伴う土地利用ニーズの低下や地方から都市等への人口移動を

背景とした土地所有意識の希薄化等により、所有者不明土地が全国的に増加し、

公共事業用地の取得にあたり所有者探索に多大な時間・費用・労力を要するなど、

事業の実施に支障をきたしております。

また、小規模な市町村では用地専任の職員や部署がない所も多く、ノウハウやマ

ンパワーの不足によって円滑な用地取得が困難となっています。

このような状況に対応していくため、昨年６月１３日に公布された「所有者不明土

地の利用の円滑化等に関する特別措置法（以下、「所有者不明土地法」という。）」に

おいては、地域福利増進事業、土地収用法の特例、長期相続登記未了土地に係る

不動産登記法の特例等の制度が創設されるとともに、地方公共団体へ国土交通省

職員を派遣し、所有者探索等の業務を支援する制度が位置付けられております。

また、国土審議会の中間とりまとめや「所有者不明土地等対策の推進に関する基

本方針（平成３０年６月１日所有者不明土地等対策のための関係閣僚会議決定）」

においては、地方協議会の設置や関係団体との連携、協力を通じ、地方公共団体

の支援がうたわれているところです。

これらを踏まえ、本日、中国地区においては、所有者不明土地法の適正かつ円滑

な施行を図るとともに、事業用地の取得又は使用に係る業務に関して地方公共団体

に対する支援等を行うことにより用地の円滑な取得による事業の早期完成を目的と

し、中国地方整備局用地部を事務局として、関係する国、地方公共団体や用地業務

等に関係する団体から構成される「中国地区所有者不明土地等連携協議会」を設

けることとしました。
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地
方
公
共
団
体
に
お
け
る
用
地
取
得
事
務
に
関
し
て
、
ノ
ウ
ハ
ウ
不
足
、
マ
ン
パ

ワ
ー
不
足
が
課
題
と
な
っ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
国
が
有
す
る
ノ
ウ
ハ
ウ
等
を
積
極
的
に

提
供
し
て
い
く
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。

具
体
的
に
は
、
国
か
ら
地
方
公
共
団
体
へ
用
地
取
得
業
務
に
精
通
し
た
職
員
を
派

遣
す
る
こ
と
や
、
国
、
地
方
公
共
団
体
、
関
係
団
体
（補
償
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
協
会
等
）
で

構
成
す
る
協
議
会
を
設
置
し
、
地
方
公
共
団
体
か
ら
の
相
談
に
対
応
す
る
こ
と
な
ど
が

考
え
ら
れ
る
。

地
方
整
備
局
等
に
よ
る
地
方
公
共
団
体
へ
の
支
援
等
の
必
要
性
に
つ
い
て

•
所
有
者
不
明
土
地
が
全
国
的
に
増
加
し
、
公
共
事
業
用
地
の

取
得
等
に
お
い
て
所
有
者
の
探
索
に
多
大
な
時
間
・
費
用
・
労

力
を
要
す
る
な
ど
、
円
滑
な
事
業
実
施
に
支
障

•
小
規
模
市
町
村
で
は
用
地
専
任
の
職
員
が
い
な
い
所
も
多
く
、

地
方
公
共
団
体
に
お
け
る
マ
ン
パ
ワ
ー
・
ノ
ウ
ハ
ウ
の
不
足
等

に
よ
る
問
題
が
顕
在
化

•
所
有
者
不
明
土
地
の
利
用
の
円
滑
化
等
に
関
す
る
特
別
措
置

法
に
よ
り
創
設
さ
れ
た
地
域
福
利
増
進
事
業
、
土
地
収
用
法

の
特
例
と
い
っ
た
新
制
度
の
周
知
、
活
用
促
進
が
必
要

こ
の
よ
う
な
現
状
を
踏
ま
え
、
所
有
者
不
明
土
地
問
題
等
へ
の
対

応
の
た
め
、
関
連
事
務
に
精
通
し
た
地
方
整
備
局
等
に
よ
る
地
方

公
共
団
体
へ
の
支
援
・
関
係
機
関
同
士
の
連
携
強
化
が
有
効

国
土
審
議
会
土
地
政
策
分
科
会
特
別
部
会
中
間
と
り
ま
と
め
（
平
成
29
年
12
月
12
日
公
表
）

小
規
模
市
町
村
に
お
け
る

用
地
専
門
部
署
の
有
無

用
地
取
得
に
関
す
る
市
町
村
か
ら
の
要
望

無
い

82
%

有
る

18
%

現
状
・
課
題

地
方
整
備
局
、
法
務
局
、
地
方
公
共
団
体
、
関
係
士
業
団
体
な
ど

の
関
係
者
が
一
体
と
な
っ
て
、
地
方
ブ
ロ
ッ
ク
ご
と
に
全
国
１
０
地

区
で
、
「
所
有
者
不
明
土
地
連
携
協
議
会
」
を
設
立

①
技
術
的
支
援

37
% ②
人
的
支
援

15
%

③
現
行
制
度
の
改
善
・

所
有
者
探
索
の
円
滑
化

29
%

④
財
政
的
支
援

7%

⑤
そ
の
他

12
%

所
有
者
不
明
土
地
の
利
用
の
円
滑
化
等
に
関
す
る
特
別
措
置
法
（
第
４
条
第
２
項
）

市
町
村
へ
の
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
（
H
2
9
.8
）
結
果
よ
り
抜
粋

所
有
者
不
明
土
地
等
対
策
の
推
進
に
関
す
る
基
本
方
針
（平
成
30
年
6月
1日
関
係
閣
僚
会
議
決
定
）

国
は
、
地
方
公
共
団
体
そ
の
他
の
者
が
行
う
所
有
者
不
明
土
地
の
利
用
の
円
滑
化

等
に
関
す
る
取
組
の
た
め
に
必
要
と
な
る
情
報
の
収
集
及
び
提
供
そ
の
他
の
支
援
を

行
う
よ
う
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

１
国
会
提
出
法
案
の
円
滑
な
施
行

「
所
有
者
不
明
土
地
の
利
用
の
円
滑
化
等
に
関
す
る
特
別
措
置
法
案
」
他
関
連
法

案
の
成
立
後
、
速
や
か
に
、
政
省
令
、
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
整
備
等
を
進
め
、
新
制
度
の

普
及
啓
発
を
図
る
と
と
も
に
、
新
制
度
や
長
期
相
続
登
記
未
了
土
地
の
解
消
事
業
な

ど
必
要
な
事
業
推
進
の
た
め
、
組
織
・
定
員
を
含
め
た
体
制
の
強
化
や
予
算
要
求
、
税

制
改
正
要
望
を
検
討
す
る
。
ま
た
、
地
方
協
議
会
の
設
置
や
関
係
団
体
と
の
連
携
、

協
力
を
通
じ
、
地
方
公
共
団
体
に
対
す
る
助
言
や
人
的
支
援
を
実
施
す
る
。

具
体
的
な
取
組
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地
整

用
地
部

①
所
有
者
不
明
土
地
法
に
関
す
る
施
策
・
取
組
（
地
域
福
利
増
進
事
業
の
実
施
、
土
地
収
用
法
の
特
例
、
財
産
管
理
に
関
す
る

民
法
の
特
例

、
所
有
者
探
索
の
円
滑
化
、
特
定
登
記
土
地
に
関
す
る
不
動
産
登
記
法
の
特
例
等
）
の
情
報
共
有

②
所
有
者
不
明
土
地
問
題
の
解
決
に
向
け
た
取
組
の
情
報
共
有

中
国

地
区

所
有

者
不

明
土

地
等

連
携

協
議

会

国
土
交
通
省

土
地

・
建

設
産

業
局

中
国

地
方

整
備

局

協
力

協
力

支
援

連
絡
調
整

・
弁

護
士

会
・
司

法
書

士
会

・
行

政
書

士
会

・
土

地
家

屋
調

査
士

会
・
不
動
産
鑑
定
士
協
会

・
補
償
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
協
会

関
係

団
体

行
政

機
関

総 会 （ 年 １ 回 開 催 ）

幹 事 会 （ 年 ２ ～ ３ 回 開 催 ）

法
務
省
民
事
局

中
国

地
方

整
備

局

所 有 者 不 明 土 地 法 に 基 づ く 地 方 公 共 団 体 へ の 職 員 の 派 遣

連 携

１
．
所

有
者

不
明

土
地

法
の

円
滑

な
施

行
（
普

及
・
啓

発
）

中
国

５
県

・
２
政

令
市

広
島

法
務

局
連
携

連
携

市
町

村
等

連
絡
調
整

中
国
地
区
所
有
者
不
明
土
地
等
連
携
協
議
会
イ
メ
ー
ジ

③
地
方
公
共
団
体
か
ら
の
相
談
体
制
の
構
築

④
地
方
公
共
団
体
の
用
地
取
得
の
隘
路
の
解
決
に
向
け
た
事
例
紹
介
や
解
決
策
の
提
案

⑤
用
地
業
務
に
関
す
る
専
門
家
等
の
活
用
を
図
っ
て
い
く
た
め
の
方
策
の
提
案
（
ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
）

⑥
構

成
員

等
に
よ
る
講

習
会

や
講

演
会

等
の

開
催

２
．
用

地
業

務
の

円
滑

な
遂

行
（
ノ
ウ
ハ

ウ
・
マ
ン
パ

ワ
ー
不

足
）
に
資

す
る
支

援
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